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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第73期
第３四半期
連結累計期間

第74期
第３四半期
連結累計期間

第73期

会計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日

自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

売上高 (千円) 5,733,796 6,040,089 8,101,454

経常利益 (千円) 294,095 203,578 420,721

四半期(当期)純利益 (千円) 159,912 142,621 242,529

四半期包括利益又は包括利益 （千円) 142,283 131,277 244,503

純資産額 (千円) 4,615,348 4,777,527 4,715,301

総資産額 (千円) 9,045,652 8,940,261 9,368,480

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 18.55 16.55 28.14

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 50.1 52.5 49.4

　

回次
第73期
第３四半期
連結会計期間

第74期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成23年10月１日
至  平成23年12月31日

自  平成24年10月１日
至  平成24年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 6.54 11.8

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動は以下のとおりであります。

（国内制御装置関連事業）

前連結会計年度まで「国内制御装置関連事業」は、当社、ティーエムシー株式会社、東洋電機ファシリ

ティーサービス株式会社、東洋板金製造株式会社の４社で構成されておりましたが、平成24年４月１日付け

でティーエムシー株式会社は当社に吸収合併いたしました。

この結果、平成24年12月31日現在では、当社グループは、当社及び子会社４社で構成されております。

　
なお、第１四半期連結会計期間において、報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経

理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する

事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報

告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結

子会社）が判断したものであります。

　(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の復興需要により緩やかな回復が続

いているとともに、政権交代後の景気浮揚策への期待感にともなう円安・株高により設備投資や個人消

費マインドに改善が見られる状況になりつつありますが、欧州の債務危機問題の長期化や中国を中心と

した新興国の成長鈍化等、依然として先行き不透明な状況で推移いたしました。

生産設備支援業種としての当電気機器業界におきましては、震災に係る復興需要やＩＴ関連市場など

一部の業種において設備投資に持ち直しの動きが見られたものの、半導体業界などの設備投資の抑制が

継続していることなどにより、総じて厳しい受注環境で推移いたしました。

このような状況のもと、当社グループは中国、東南アジア圏を中心とした海外市場への拡販や国内顧

客の新規・深耕開拓に取り組んだ結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は6,040百万円(前年同四半

期比5.3％増)となりました。

利益面につきましては、収益性の低い配電盤分野の売上が伸張したことなどによる売上原価率の上昇

や役員退職慰労引当金繰入額、技術研究費など販売費及び一般管理費が増加したことなどにより、営業

利益は162百万円(前年同四半期比41.0%減)、経常利益は203百万円(前年同四半期比30.8％減)、四半期純

利益は、法人税等合計57百万円などを計上したことにより、142百万円(前年同四半期比10.8％減)という

結果になりました。

各セグメントごとの業績は以下の通りであります。

① 国内制御装置関連事業

　エンジニアリング部門につきましては、販売競争の激化や商業印刷用制御装置が低迷したことにより、

印刷制御装置分野は減少したものの、搬送制御装置分野や監視制御装置分野、配電盤分野が増加したこ

とにより、当部門の売上高は1,806百万円（前年同四半期比12.0%増）となりました。

　機器部門につきましては、半導体業界の低迷等にともない空間光伝送装置分野が減少したものの、海外

需要の増加によるセンサ分野が増加したことにより、当部門の売上高は1,756百万円（前年同四半期比

11.5%増）となりました。

　変圧器部門につきましては、半導体業界向け乾式変圧器の低迷や震災需要の一巡による受配電用乾式

変圧器の減少により、当部門の売上高は1,449百万円（前年同四半期比4.2%減）となりました。　

　以上の結果、国内制御装置関連事業の売上高は5,011百万円（前年同四半期比6.6%増）となり、セグメ
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ント利益は181百万円（前年同四半期比27.4%減）となりました。　

②　海外制御装置関連事業　

　海外制御装置関連事業につきましては、エレベータセンサは増加したものの、日系企業および中国企業

向けの受配電盤が大幅に低迷したことにより、当事業の売上高は486百万円（前年同四半期比5.7%減）

となり、セグメント利益は2百万円(前年同四半期はセグメント利益45百万円)となりました。　

③　樹脂関連事業　

　樹脂関連事業につきましては、エコカー補助金など政策効果による自動車業界からの需要が増加した

ことなどにより、当事業の売上高は542百万円（前年同四半期比4.7%増）となり、セグメント利益は19

百万円(前年同四半期はセグメント利益4百万円)となりました。

　なお、前連結会計年度までセグメントの区分掲記をしておりました「建材関連事業」は、公共投資抑制

の影響等によりセグメントに占める割合が僅少になったこと、また、第１四半期連結会計期間より「建

材関連事業」と「樹脂関連事業」の二つのセグメントが属する東洋樹脂㈱において、経営の効率化を

図るため「建材関連事業」と「樹脂関連事業」の二つの事業部門を統合したことにより、第１四半期

連結会計期間より二つのセグメントを「樹脂関連事業」に一元化いたしました。なお、当第３四半期連

結累計期間における「建材関連事業」の売上高は115百万円（前年同四半期比5.7%減）、セグメント利

益は7百万円(前年同四半期はセグメント利益1百万円)であります。
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　(2) 財政状態の分析

① 資産の分析

　当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ428百万円減少し、8,940百万円とな

りました。

　流動資産は、386百万円減少の6,182百万円となりました。これは主に、現金及び預金の減少101百万円、

受取手形及び売掛金の減少186百万円およびたな卸資産の減少60百万円などによるものであります。

　固定資産は、41百万円減少の2,757百万円となりました。これは主に、有形固定資産の減少57百万円など

によるものであります。

② 負債の分析

　当第３四半期連結会計期間末の負債は、前連結会計年度末に比べ490百万円減少し、4,162百万円となり

ました。

　流動負債は、370百万円減少の3,012百万円となりました。これは主に、短期借入金の減少139百万円およ

び賞与引当金の減少133百万円などによるものであります。

　固定負債は、120百万円減少の1,150百万円となりました。これは主に、長期借入金の減少123百万円など

によるものであります。

③ 純資産の分析

　当第３四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末に比べ62百万円増加し、4,777百万円とな

りました。

　これは主に、その他有価証券評価差額金が17百万円減少したものの、利益剰余金が73百万円増加したこ

となどによるものであります。

　
　(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な

変更及び新たに生じた課題はありません。

　

　(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は68百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はあり

ません。　
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 18,000,000

計 18,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成24年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成25年2月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 9,388,950同左
名古屋証券取引所
（市場第二部）

単元株式数 1,000株

計 9,388,950同左 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年10月１日～
　　平成24年12月31日

― 9,388,950― 1,037,085― 857,265

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成24年９月30日現在）に基づく株主名簿に

よる記載をしております。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成24年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
 普通株式　　　774,000

― ―

完全議決権株式(その他)  普通株式　  8,578,000　　　　　　　　8,578 ―

単元未満株式  普通株式　　　 36,950 ― ―

発行済株式総数              9,388,950 ― ―

総株主の議決権 ―                 8,578 ―

　

② 【自己株式等】

　 　 平成24年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

　（自己保有株式）
　　東洋電機株式会社

愛知県春日井市味美町
2-156

774,000― 774,000 8.24

計 ― 774,000― 774,000 8.24
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２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりでありま

す。

　

役職の異動

　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

専務取締役事業本部長兼商品
企画開発部長兼南京華洋電気
有限公司董事長(非常勤)

専務取締役事業本部長兼神屋
工場長兼南京華洋電気有限公

司董事長(非常勤)
間瀬　美行 平成24年10月１日

取締役事業本部長付兼南京華
洋電気有限公司董事（南京華
洋電気有限公司出向）

取締役事業本部長付 松村　和成 平成24年10月16日

取締役管理本部長兼企画課長 取締役管理本部長 加藤　　信 平成24年10月１日

取締役事業本部神屋二工場長 取締役事業本部営業部長 清水　純一 平成24年10月１日
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成24年10月１日

から平成24年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年12月31日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,520,794 1,419,054

受取手形及び売掛金 ※2
 3,728,684

※2
 3,542,515

商品及び製品 290,671 246,251

仕掛品 513,700 501,519

原材料及び貯蔵品 376,448 372,109

繰延税金資産 110,664 61,947

その他 30,056 39,450

貸倒引当金 △2,198 △371

流動資産合計 6,568,822 6,182,477

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 549,114 522,501

土地 1,109,287 1,109,287

建設仮勘定 2,698 －

その他（純額） 248,554 220,377

有形固定資産合計 1,909,654 1,852,165

無形固定資産

土地使用権 167,128 165,529

その他 77,966 65,604

無形固定資産合計 245,094 231,133

投資その他の資産

投資有価証券 332,112 304,113

繰延税金資産 165,093 188,515

その他 152,555 186,693

貸倒引当金 △4,853 △4,839

投資その他の資産合計 644,908 674,483

固定資産合計 2,799,657 2,757,783

資産合計 9,368,480 8,940,261
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※2
 1,488,684

※2
 1,437,766

短期借入金 1,307,138 1,168,098

未払法人税等 85,308 13,717

賞与引当金 224,534 90,902

その他 277,193 302,177

流動負債合計 3,382,859 3,012,662

固定負債

長期借入金 554,958 431,587

長期未払金 67,378 65,692

繰延税金負債 5,371 5,371

退職給付引当金 438,238 420,808

役員退職慰労引当金 140,057 157,647

その他 64,315 68,963

固定負債合計 1,270,319 1,150,071

負債合計 4,653,178 4,162,733

純資産の部

株主資本

資本金 1,037,085 1,037,085

資本剰余金 857,405 857,405

利益剰余金 2,905,855 2,979,558

自己株式 △177,147 △177,281

株主資本合計 4,623,198 4,696,768

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 38,703 21,115

為替換算調整勘定 △29,907 △26,114

その他の包括利益累計額合計 8,796 △4,998

少数株主持分 83,306 85,758

純資産合計 4,715,301 4,777,527

負債純資産合計 9,368,480 8,940,261
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

売上高 5,733,796 6,040,089

売上原価 4,090,810 4,417,263

売上総利益 1,642,986 1,622,825

販売費及び一般管理費

運賃及び荷造費 82,870 91,413

給料手当及び賞与 487,752 469,330

賞与引当金繰入額 46,387 35,426

退職給付費用 28,577 32,688

役員退職慰労引当金繰入額 3,726 36,919

福利厚生費 125,225 125,083

旅費及び交通費 57,634 63,267

減価償却費 41,995 44,611

賃借料 37,979 39,709

技術研究費 48,434 68,434

その他 407,004 453,533

販売費及び一般管理費合計 1,367,589 1,460,417

営業利益 275,397 162,408

営業外収益

受取利息 1,916 1,156

受取配当金 15,898 18,600

受取賃貸料 13,716 13,586

生命保険配当金 － 21,454

雑収入 18,055 17,953

営業外収益合計 49,587 72,750

営業外費用

支払利息 20,335 19,122

不動産賃貸原価 8,342 8,548

雑損失 2,211 3,909

営業外費用合計 30,888 31,580

経常利益 294,095 203,578

特別利益

固定資産売却益 4,348 18

投資有価証券売却益 1,602 －

特別利益合計 5,951 18

特別損失

固定資産売却損 439 －

固定資産除却損 4,848 774

投資有価証券評価損 － 1,225

特別損失合計 5,287 1,999

税金等調整前四半期純利益 294,759 201,596
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(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

法人税、住民税及び事業税 68,583 22,445

法人税等調整額 58,531 34,932

法人税等合計 127,115 57,378

少数株主損益調整前四半期純利益 167,644 144,218

少数株主利益 7,732 1,596

四半期純利益 159,912 142,621
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 167,644 144,218

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △21,400 △17,587

為替換算調整勘定 △3,960 4,647

その他の包括利益合計 △25,360 △12,940

四半期包括利益 142,283 131,277

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 135,280 128,825

少数株主に係る四半期包括利益 7,003 2,452
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

連結の範囲の重要な変更

当社は、第１四半期連結会計期間より、前連結会計年度まで連結子会社でありましたティーエムシー株式会社

を吸収合併したため、同社を連結の範囲から除外しております。

　

【会計方針の変更等】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

(会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更)

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取

得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

これによる当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微

であります。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

１  受取手形裏書譲渡高

　

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

受取手形裏書譲渡高 74,092千円 27,800千円

　

※２  四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しておりま

す。

なお、当第３四半期連結会計期間末日は金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日

満期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

　

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

受取手形 84,763千円 81,751千円

支払手形 199,541 〃 194,604 〃

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであ

ります。

　

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

減価償却費 141,512千円 123,016千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月24日
定時株主総会

普通株式 34,478 4 平成23年３月31日 平成23年６月27日 利益剰余金

平成23年11月７日
取締役会

普通株式 34,461 4 平成23年９月30日 平成23年12月２日 利益剰余金

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

　

当第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月22日
定時株主総会

普通株式 34,459 4 平成24年３月31日 平成24年6月25日 利益剰余金

平成24年11月６日
取締役会

普通株式 34,457 4 平成24年９月30日 平成24年12月４日 利益剰余金

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

　 　 　 　 　 （単位：千円）

　

報告セグメント

合計
調整額
（注）１

四半期連結損
益計算書計上
額（注）２国内制御装置　

　関連事業
海外制御装置
関連事業

樹脂　　　　　関連
事業

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 4,700,087516,126517,5825,733,796 － 5,733,796

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

145,282367,089 － 512,372△512,372 －

計 4,845,370883,216517,5826,246,169△512,3725,733,796

セグメント利益 249,884 45,063 4,284 299,233△5,137294,095

（注）１ セグメント利益の調整額△5,137千円は、セグメント間の取引消去金額であります。
　　　２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

　

Ⅱ  当第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

　 　 　 　 　 （単位：千円）

　

報告セグメント

合計
調整額
（注）１

四半期連結損
益計算書計上
額（注）２国内制御装置　

　関連事業
海外制御装置
関連事業

樹脂　　　　　関連
事業

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 5,011,360486,641542,0876,040,089 － 6,040,089

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

178,547366,007 － 544,554△544,554 －

計 5,189,907852,649542,0876,584,643△544,5546,040,089

セグメント利益 181,390 2,183 19,605 203,179 398 203,578

（注）１ セグメント利益の調整額398千円は、セグメント間の取引消去金額であります。
　　　２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。
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２．報告セグメントの変更等に関する事項

前連結会計年度まで当社グループのセグメントの区分は、「国内制御装置関連事業」「海外制御装置関

連事業」「建材関連事業」「樹脂関連事業」の４区分を報告セグメントとしておりましたが、第１四半期

連結会計期間より、「国内制御装置関連事業」「海外制御装置関連事業」「樹脂関連事業」の３区分を報

告セグメントとして変更しております。この変更は、「建材関連事業」は公共投資抑制の影響等によりセグ

メントに占める割合が僅少になったこと、また、第１四半期連結会計期間より「建材関連事業」と「樹脂関

連事業」の二つのセグメントが属する東洋樹脂㈱において経営の効率化を図るため「建材関連事業」と

「樹脂関連事業」の二つの事業部門を統合したことにより、二つのセグメントを「樹脂関連事業」に含め

た報告セグメントとして記載する方法に変更しております。

なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報については変更後の区分方法により作成しており、前

第３四半期連結累計期間の「報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報」に記載しており

ます。

また、会計上の見積りの変更と区分することが困難な会計方針の変更に記載のとおり、法人税法の改正に

伴い、「国内制御装置関連事業」及び「樹脂関連事業」については、第１四半期連結会計期間より、平成24

年４月１日以後に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更し

たため、報告セグメントの減価償却の方法を改正後の法人税法に基づく方法に変更しております。

なお、この変更による当第３四半期連結累計期間のセグメント利益に与える影響は軽微であります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

　１株当たり四半期純利益金額 18円55銭 16円55銭

    (算定上の基礎) 　 　

    四半期純利益金額(千円) 159,912 142,621

    普通株主に帰属しない金額(千円) － －

    普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 159,912 142,621

    普通株式の期中平均株式数(千株) 8,617 8,614

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　
(重要な後発事象)

　該当事項はありません。
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２ 【その他】

　第７４期（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）中間配当については、平成24年11月６日開催

の取締役会において、平成24年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次の通り中間

配当を行うことを決議いたしました。

①配当金の総額　　　　　　　34,457千円

②１株当たりの金額　　　　　　　　４円

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日　平成24年12月４日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成25年２月12日

東洋電機株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    渡    辺    眞    吾    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    杉    原    弘    恭    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東洋
電機株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平
成24年10月１日から平成24年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年12
月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連
結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東洋電機株式会社及び連結子会社の平成24年
12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示してい
ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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